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研究要旨 

歯科疾患実態調査は、わが国の歯科保健状況を把握し、歯科保健推進事業等の対策の効果の

検討や今後の歯科保健医療対策の推進に必要な基礎資料を得ることを目的に 6 年ごとに実施

されている。本研究では、1957 年の第 1 回調査から 2011 年の第 10 回調査までの報告をもと

に、日本人の口腔保健状況の50 年以上にわたる推移について検討した。  

その結果、乳幼児、学童に関しては齲蝕が大きく減少していることが判明した。また、成人

ではどの年齢においても多くの歯を保有するようになり、8020 保有者の割合が上昇している

ことが認められた。また、う蝕の治療および欠損補綴がよく行われるようになって、未処置歯

保有者率が大きく減少した。CPI(CodeX 含む)で 2005 年と 2011 年とを比較すると、歯周ポケ

ットの有病者率が高くなっているが、これは歯を保有する人が多くなったためと考察された。 

以上の結果から、全体として日本人の口腔保健状況はこの 50 年間に大きく改善しているこ

とが確認できた。これまで我が国ではさまざまな歯科保健推進事業が展開されてきたこと、そ

れにより人々の口腔保健意識が向上したこと等が理由として考えられた。しかし、現在でも口

腔保健状況には地域差が認められ、8020 達成率も約 30％であることから、効果的な歯科保健

対策をさらに継続して実施していくことが重要と考えられた。 

 

Ａ. 研究目的 

歯科疾患実態調査は、わが国の歯科保健状況

を把握し、歯科保健推進事業等の対策の効果の

検討や歯科保健目標達成度等の判定に用いら

れ、今後の歯科保健医療対策の推進に必要な基

礎資料を得ることを目的に厚生労働省が行う

調査である。本調査は、1957年に開始されて以

来6年ごとに実施されており、最新の第10回の

調査は2011年に行われた。 

本研究では、これまでの調査結果と2011年の

結果を比較することにより、わが国の歯科保健

状況の推移について調査した。 

 

Ｂ. 研究方法 

 これまでに公表された 1957 年の第 1 回歯科

疾患実態調査から、2011 年の第 10 回調査まで
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の 54 年間にわたる調査結果をもとに、主に乳

歯の状況、永久歯の状況について検討を行った。 

 また、歯肉の状況、フッ化物の塗布状況、歯

ブラシの使用状況などについても経年変化を

調査した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究では、すでに官公庁などで公表されて

いる既存のデータを収集して分析を行うので、

倫理上の問題はない。 

 

Ｃ．研究結果 

1. 乳歯の状況 

1957 年から 2011 年までの 1～5 歳児におけ

る乳歯のう蝕有病者率の推移を図 1に示す。ど

の年齢においても経年的にう蝕有病者率は減

少している。2011 年と 1957 年との数値を比較

すると、1 歳：－16.9％、2 歳：－50.3％、3

歳：－56.8％、4歳：－57.3％、5歳：－44.5％

と大きく減少し、特に 3 歳以降では 1987 年ご

ろからの減少率が顕著である。同様に、1～5

歳児における乳歯の未処置歯保有者率も大き

く減少しており、2011 年と 1957 年との数値の

差は、1歳：－16.9％、2歳：－50.3％、3歳：

－56.7％、4歳：－68.2％、5歳：－47.6％と、

どの年齢においても大幅に下がっている(図

2)。また、乳歯のう歯数（dft）の推移（図 3）

も同様で、2011 年と 1957 年との差は、1 歳：

－0.7 歯、2 歳：－2.6 歯、3 歳：－4.9 歯、4

歳：－6.5 歯、5歳：－5.9 歯となっている。 

1957 年、1975 年、1993 年、2011 年と 18 年

ごとの 1-14 歳までの乳歯の未処置歯数の推移

を図 4に、乳歯の処置歯数の推移を図 5に、乳

歯の健全歯数の推移を図 6に示す。未処置歯は

経年的に減少し、処置歯は 1993 年までは増加

したがその後減少し、健全歯数は増加傾向を示

している。したがって、54 年間に日本人の乳

歯のう蝕有病状況は大きく改善したことが判

明した。 

図 7 の 2011 年における 1～5 歳の歯種別の

df 歯率をみると、う蝕の好発時期が歯種や部

位により異なっていることが分かる。上顎前歯

部は 3歳頃までに、乳臼歯部は 3歳以降にう蝕

に罹患する者が多い。 

 

2. 永久歯の状況 

図 8 に 2011 年の男女別の一人平均現在歯数

を、図 9 に地域別の一人平均現在歯数を示す。

性差は顕著ではないが、地域差は認められ、現

在歯数は都市部で多い傾向が認められる。無歯

顎者の割合は年齢とともに高くなるが、これも

都市部で低く、地方で高くなる傾向が認められ

る(図 10、図 11)。 

1957 年～2011 年の一人平均現在歯数の推移

を図 12 に、無歯顎者の割合の推移を図 13 に示

す。54 年間に、現在歯数は増加し、無歯顎者

の割合は低減し、どちらも大きく改善している

ことがわかる。 

2011年の20歯以上の歯の保有者率を年齢別

に図 14 に示す。また、1975 年からの推移を図

15 に示す。2011 年と 1975 年を比較すると、45

歳以上の各年齢層で約 30-40％の改善が認め

られる。 

永久歯のう蝕有病状況に関しては、1957 年

から 2011 年の推移をみると、ＤＦ歯保有者の

割合は 20 歳未満の若い年齢層では減少してい

るが、20 歳以上の成人では横ばいの状況であ

る(図 16)。しかし、未処置歯保有者率はどの

年齢層においても減少しており、処置率の向上

が認められる（図 17）。図 18 に示すように、

ＤＭＦＴは 1981～1993 年に各年齢層でピーク

に達したが、その後は減少傾向にある。2011

年のＤＭＦＴの構成割合の内訳(図 19)をみて

も、どの年齢層においても未処置歯（DT）は約

1 歯と少ない。図 20 に示すように、永久歯の

ＤＭＦ歯率は歯種別に大きな差が認められる。

下顎前歯は低く、臼歯部、特に第一、第二大臼

歯が高い。 

1957 年、1975 年、1993 年、2011 年の 18

年ごとの永久歯の未処置歯数(図 21)、処置歯数
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（図 22）、健全歯数（図 23）、現在歯数（図 24）

の推移を年齢別に検討した。未処置歯数は 5

歳から 85 歳以上までどの年齢においても経年

的に減少している。処置歯数は 1957 年、1975

年、1993 年と増加してきたが、2011 年ではそ

れまでと異なる傾向を示している。すなわち、

1993 年と比較して 5 歳から 40 歳までの若い

年齢層では処置歯数が減少し、反対に 40 歳以

上の高齢な者では処置歯数が大きく増加して

いる。40 歳以下ではう蝕罹患が減少し、40 歳

以上では多くの歯を保有するようになったこ

とが推測できる。健全歯数は、45～60 歳以外

は、1993 年と比較して増えている。現在歯数

の推移をみると、40 歳以降で、近年特に大き

く増加している。 

 

(3)歯肉の状況 

歯科疾患実態調査は、歯周疾患の診査基準の

統一が行われてこなかったため、これまでの調

査間同士での比較は困難であった。しかし、前

回調査の 2005 年と最新の 2011 年では、診査基

準が統一され比較が可能となった。そこで、歯

周病の有病状況をCPIを用いて2011年と 2005

年を比較して検討を行った。 

2011 年の CPI の状況(図 25)は、全体として

所見なしが 18.2％、歯肉に炎症ありが 11.1％、

歯石の沈着ありが 28.9％、歯周ポケット（4mm

以上 6mm 未満)ありが 25.1%、深い歯周ポケッ

トあり（6mm 以上)が 9.1%、対象歯なしが 7.6%

であった。 

2011 年と 2005 年を比較すると、歯周ポケッ

ト（4mm 以上）を有する者の割合は 64 歳以下

では 20-24 歳以外すべての年齢階級で減少し、

改善傾向がみられた。一方、65 歳以上では

70-74 歳以外のすべての年齢階級で増加して

いた（図 26)。高齢者において歯周病の有病状

況が高くなっているのは、以前より多くの現在

歯を保有するようになったためと考えられた。 

 

(4)かみ合わせの状況 

 2011 年の歯科疾患実態調査では、初めてか

み合わせの状況が調査された。かみあわせの状

況は、診査者が左右臼歯部における現在歯同士

のかみあわせの状態を確認して、接触を評価し

たものである。この診査では義歯等は外して調

査された。年齢が高くなるに伴い、両側とも接

触できない者の割合が増加していた(図 27)。 

 

(5)補綴の状況 

我が国の歯科保健制度の特徴の一つに、他国

にはない保険内で補綴処置が受けられること

が挙げられる。したがって、歯を喪失しても多

くの人が、比較的安価な費用負担で補綴処置を

受けられる。図 28、図 29 に示すように、2011

年の調査では、15 歳以上のどの年齢層におい

ても喪失歯で補綴処置を受けていないのは約

1-2 歯と少ない。約 80％の者が、補綴を完了あ

るいは補綴処置を必要していない。 

  

Ｄ．考察 

歯科疾患実態調査は、1957 年から 6 年ごと

に実施されており、日本人の口腔保健状況の推

移を把握するのに大変貴重な調査である。50

年以上にわたって、このような全国レベルの調

査を行っている国は他にはみられない。 

50 年間の変化としては、乳歯う蝕の顕著な

減少、永久歯う蝕の処置率の向上、補綴処置を

受ける割合の改善、歯周ポケット保有率の改善

などが認められ、それらによってどの年齢にお

いても歯の保有率が改善している。 

8020 運動が開始された 1990 年頃は、80 歳

で 20 歯以上の歯の保有者率は 10％未満であ

ったが、2011年では30％以上に上昇している。

この 20 歯以上の歯の保有は、国際的にも機能

的咬合を示す指標とされている。 

今後は、歯科保健施策において歯の数を増や

すことだけを目標にするのではなく、咬合など

の歯の機能にも注目して調査していくことも

重要と思われる。その際、義歯等を入れた場合

でのかみ合わせの状況の把握も必要な指標と
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なるであろう。 

また、高齢者よりも 55-65 歳の者に、補綴完

了者が少ないことは、今後の対策として、注目

すべきことである。この年齢層への歯の健康に

対する啓発活動、特に歯の機能に着目した対策

が必要であろう。 

乳歯に関しては、歯種別、年齢別の対応を考

えて予防対策を推進していくことが必要であ

る。また、全体としてう蝕有病率は減少してい

るが、現在でも多くのう歯を有するハイリスク

児が存在することも事実であり、う蝕罹患の分

布が偏っている。このようなハイリスク児は地

域での歯科健診事業に参加しないことが多く、

発見が遅れてしまう可能性がある。乳幼児の歯

科に関するハイリスク児を早期に発見し、特別

な対策を立てていくことが必要であろう。 

また、dft などのこれまでの指標だけでなく、

SiC Index などの新たな指標を利用して、口腔

保健状況をモニターしていくことも必要であ

ろう。 

今後の成人の歯科保健対策の課題としては、

図 30 の歯種別の現在歯保有者率をみてわかる

ように、45-54 歳では約 90%の者が歯を保有し

ているが、それ以降、年齢を経るごとに歯数は

減少し、85 歳以上では各歯とも上顎が 20-30％、

下顎が 10-50％の保有者率になってしまうこ

とである。この期間、すなわち成人期の歯の喪

失を予防するような効果的な歯周病対策を行

うことが重要である。 

 このように日本人の口腔保健状況が大きく

改善してきた背景には、歯科疾患実態調査の調

査結果でも示されているようにフッ化物歯面

塗布経験者の割合が増加（図 31）しており、

う蝕予防対策としての種々のフッ化物応用の

普及、歯ブラシの使用状況の改善（図 32、図

33）等の口腔清掃状態の向上が、歯科疾患減

少の要因の一つとして影響していると考えら

れる。さらに、全国で実践・展開されてきたラ

イフステージ別のさまざまな歯科保健事業が

効果的に推進されたことにより、人々の口腔保

健意識が向上したこと等が理由として挙げら

れる。 

歯科疾患実態調査は、全国レベルの調査であ

り、対象者が無作為に抽出されているので、サ

ンプリングが優れている。また、歯科疾患実態

調査の対象者は、同年に実施される国民生活基

礎調査等を受けているため、個票データを利用

することが可能であれば、データをリンクさせ

て分析することも可能である。また、歯科医師

が実際に、対象者の口腔内診査を行うという優

れた方法で実施されている。 

近年、調査協力者が減少していることや、多

数の診査者が存在するため、診査基準の統一に

問題がある点も指摘されてはいるが、本調査結

果は日本人の口腔保健状況の推移を経年的に

把握するうえで、世界に類を見ない貴重な資料

である。 

我が国の口腔保健のさらなる向上のために、

本調査結果を把握し、今後の歯科保健推進事業

や歯科保健目標の達成評価や作成等にも役立

てていくことが大切と考えられた。また、この

ような国レベルの調査を我が国が継続して実

施していること、それらをもとにしたすべての

ライフステージの豊富な口腔保健データを有

していることを、海外に向けて情報発信してい

くことも重要と考えられた。 

 

Ｅ．結論 

1957年から2011年の歯科疾患実態調査の報

告をもとに、日本人の口腔保健状況の50 年以上

にわたる推移について検討した。  

その結果、乳幼児、学童に関しては齲蝕が大

きく減少していること、成人ではどの年齢にお

いても多くの歯を保有するようになり、8020

保有者の割合が上昇していることが認められ

た。また、う蝕の治療および欠損補綴がよく行

われるようになって、未処置歯保有者率が大き

く減少していた。したがって、日本人の口腔保

健状況はこの 50 年間に大きく改善しているこ

とが確認できた。 
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